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※金額については、表示単位未満を四捨五入して端数調整をしていないものが

あるため、合計等と一致しない場合があります。 
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１．平成２９年度決算のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支とは 形式収支（歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額）から、翌年

度に繰り越す事業に充てるための財源を差し引いたもので、当該年度に属す

べき収入と支出の差を示しています。 

その金額の１／２以上は財政調整基金に積み立てるか、または地方債の繰

上げ償還を行うことになっており、残りは前年度繰越金として翌年度の歳入

となります。 

実質収支 ５億５，７９９万円（前年度比５５０万円減） 

平成２９年度一般会計決算は、歳出では、特別会計への繰出金、除雪経費や保育所管理運営事業

経費などが予算に対し減額となり不用額が発生しました。一方、歳入では、特別交付税が予算額に

対し１億９，７５７万円の増額となり、実質収支は５億５，７９９万円となりました。 

なお、普通会計における実質単年度収支は▲１億６，４７５万円となり、平成18年度決算以来

１１年ぶりの赤字となりました。 

一般会計決算の状況

29年度① 28年度② 増減①-② 増減比

歳 入 決 算 額 Ａ 312億2,289万円 299億5,412万円 12億6,877万円 4.2%

歳 出 決 算 額 Ｂ 305億6,423万円 292億7,001万円 12億9,422万円 4.4%

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ-Ｂ 6億5,866万円 6億8,411万円 ▲2,545万円

繰 越 財 源 Ｄ 1億0,067万円 1億2,062万円 ▲1,995万円

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ-Ｄ 5億5,799万円 5億6,349万円 ▲550万円

歳入決算額

312億2,289万円

歳出決算額

305億6,423万円

310億円 320億円

5億5,799万円

7億7,716万円
9億462万円 9億2,044万円

5億6,349万円
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実質収支（黒字額）の推移

翌年度繰越財源 1億0,067万円

290億円 300億円
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5億5,799万円

6億5,866万円
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公債費負担 

適正化計画とは 

実質公債費比率１８％以上となる地方公共団体が、地方債の許可を受け

るにあたって策定を義務付けられている計画で、総務大臣はこの計画の内

容及び実施状況を勘案のうえ、地方債の発行を許可することとなっていま

す。 

庄原市では、平成２７年度決算から実質公債費比率が１８％を下回った

ため計画策定義務はなくなりましたが、引き続き公債費負担適正化計画を

策定することで、地方債の借入を抑制し、公債費負担割合の適正化に努め

ます。 

《市債》一般会計市債の現在高は前年度より 
              ４億２７２万円の増加 
 平成 29年度の一般会計の市債発行額は、庄原市斎場整備、あけぼの荘整備、小児科診療所・

病児病後児保育施設整備などの実施により、12億 6,508万円増の49億 3,900万円となりま

した。 

また、実質公債費比率は１５．１％となり、前年度と比較し０．６％改善されました。 

 今後も長期総合計画に基づく事業実施を行う一方で、公債費負担適正化計画に基づく市債発行

により、健全な財政運営を目指します。 

一般会計・各特別会計市債残高（純計処理前数値） （単位：千円）

会　　　　計　
平成28年度末
残　高（Ａ）

平成29年度
発　行　額

平成29年度
元金償還額

平成29年度末
残　高（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

一 般 会 計 38,591,660 4,939,001 4,536,280 38,994,381 402,721

住 宅 資 金 特 別 会 計 7,268 0 2,831 4,437 ▲ 2,831

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 5,405,267 80,500 310,296 5,175,471 ▲ 229,796

農 業 集落 排水 事業 特別 会計 3,127,470 7,400 171,261 2,963,609 ▲ 163,861

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 449,696 26,200 8,358 467,538 17,842

合　　　　計 47,581,361 5,053,101 5,029,026 47,605,436 24,075

市債発行額及び市債残高の推移市債発行額及び市債残高の推移市債発行額及び市債残高の推移

3,509,822 3,807,528 3,844,179 3,673,920 4,939,001

42,854,730
40,887,575

39,568,012
38,591,660 38,994,381
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（市債残高）（市債発行額）

市債発行額及び市債残高の推移
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（１）歳入決算の概要 

平成２９年度の一般会計歳入決算額は、３１２億２，２８９万円（対前年度４．２％増）とな

りました。主な歳入の増減は以下のとおりです。 

  

２．歳入決算の概要 

① 市 税 ： 個人市民税１３億４，４６３万円（７，９８２万円増）、法人市民税２億１，９

５２万円（４，１５５万円減）となり、市民税全体で１５億６，４１５万円

（３，８２７万円増）となった。また、固定資産税は１９億４，５２０万円（４

６６万円減）、軽自動車税は１億４，０１４万円（３４２万円増）となり、市税

全体では前年度比２，４０５万円（０．６％）増の３８億７，１５４万円。 

② 各種交付金  ： 自動車取得税交付金１億４，２３３万円（４，２５８万円増）、株式等譲渡所得

割交付金１，５５０万円（８８３万円増）など、前年度比５，７６３万円（７．

１％）増の８億７，０２８万円。 

③ 地方交付税 ： 合併算定替の特例措置の段階的縮減などの影響により普通交付税が１２１億７，

８５１万円（５億５，５３４万円減）に、特別交付税は１８億１，７５７万円

（５，８６４万円減）と前年度から減少し、地方交付税全体では前年度比６億

１，３９８万円（▲４．２％）減の１３９億９，６０８万円。 

④ 国庫支出金 ： 臨時福祉給付金給付事業費補助金１億２，８６９万円（９，９６０万円減）社会

資本整備総合交付金１億４，９３１万円（８，２９０万円減）、公共土木施設災

害復旧費負担金（施越事業分）９８万円（７，５３４万円減）などが減少し、前

年度比１億９，５９４万円（▲８．７％）減の２０億６，２９１万円。 

⑤ 県 支 出 金 ： 畜産競争力強化対策事業補助金３億７，９００万円、衆議院議員選挙費３，７７

７万円及び広島県知事選挙費３，０９５円が皆増、現年農業用施設災害復旧事業

補助金６，８１１万円（３，３７０万円増）などにより、前年度比３億２，７９

６万円（１４．９％）増の２５億３，３９５万円。 

⑥ 財 産 収 入 ： 立木竹売払収入９６２万円（５３２万円減）、地域振興基金運用収入４９万円

（３３３万円減）などにより、前年度比１１４万円（▲２．２％）減の５，１９

７万円。 

⑦ 繰 入 金 ： 工業団地分譲による工業団地造成事業特別会計繰入金１億４，１７９万円が皆減

したものの、財政調整基金の取り崩し４億５，０００万円の皆増や過疎地域自立

促進基金の取り崩し４億６，５３５万円（７，５２７万円増）などにより、前年

度比４億２，９７３万円（７２．３％）増の１０億２，３９５万円。 

⑧ 諸 収 入 ： スポーツ振興くじ助成金１，６００万円や後期高齢者医療療養給付負担金精算還

付金１，４３４万円の皆増や災害共済金１，８７７万円（１，１１２万円増）な

どにより、前年度比５，８６２万円（１６．０％）増の４億２，５４７万円。 

⑨ 市 債 ： 小学校施設整備事業が２億１，１６０万円（１億３，８００万円減）となったも

のの、健康増進施設整備事業２億２，３１０万円の皆増や斎場整備事業６億７，

３７０万円（４億８，５１０万円増）、道路整備事業６億９，４６０万円（１億

９，３３０万円増）などにより、前年度比１２億６，５０８万円（３４．４％）

増の４９億３，９００万円。 

⑩ そ の 他 ： 前年度繰越金１億４，６９６万円の減などにより、前年度比８，２２６万円（▲

７．５％）減の１０億１，７２０万円。 
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歳入決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

▲ 35.0

▲ 9.6

▲ 4.4 1,265,081

▲ 10.5

▲ 1,142

429,725

58,622

▲ 2.2

72.3

366,852

53,115

594,223

16.0

▲ 7.5 1,099,456

合　　　　計 31,222,888 4.2 29,954,120 ▲ 6.7 1,268,768

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

51,973

1,023,948

425,474

対前年度 対前年度

2.3 24,053

国 庫 支 出 金 2,062,912 ▲ 8.7 2,258,856

県 支 出 金 2,533,954 14.9 2,205,993

11.8地 方 特 例 交 付 金 9,983

地 方 譲 与 税

市 税

歳　入　項　目

870,281

平成29年度
決算額　　Ａ

各 種 交 付 金 7.1

420,538 ▲ 0.5

8,927

57,630

31.0 1,056

812,651 ▲ 13.8

▲ 8.3 ▲ 195,944

▲ 11.6 327,961

▲ 5.6 ▲ 613,978

※各種交付金とは、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自
動車取得税交付金、交通安全対策特別交付金をいいます。

▲ 27.7

地 方 交 付 税 13,996,084

※その他とは、分担金及び負担金、使用料及び手数料、寄附金、繰越金をいいます。

▲ 82,256

市 債 4,939,001 34.4 3,673,920

そ の 他 1,017,200

422,578 ▲ 0.9 ▲ 2,040

3,871,540 0.6 3,847,487

平成28年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ

▲ 4.2 14,610,062

市税 12.4%
地方譲与税 1.3%

各種交付金 2.8%

地方特例交付金 0.1%

地方交付税 44.8%
国庫支出金 6.6%

県支出金 8.0%

財産収入 0.2%

繰入金 3.3%

諸収入 1.4%

市債 15.8%

その他 3.3%

市税 地方譲与税 各種交付金 地方特例交付金 地方交付税 国庫支出金

県支出金 財産収入 繰入金 諸収入 市債 その他

平成29年度歳入決算額の構成比
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（２）市税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《市税》 個人住民税及び軽自動車税の増により 

 ３８億７，１５４万円 
所得にかかる個人市民税が前年度比７，９８２万円（６．３％）増、法人市民税が前年度比４，１

５５万円（▲１５．９％）減となったことにより、市民税全体では３，８２７万円（２．５％）増と

なりました。また、軽自動車税３４２万円（２．５％）増などにより、税収全体では前年度比２，４

０５万円（０．６％）増の３８億７，１５４万円となりました。 

市税決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

2.3

16,264

9.7

▲ 202入 湯 税 1.1

鉱 産 税

16,062 ▲ 1.2

24,0530.6 3,847,487

▲ 12

市 た ば こ 税 218,245

499

205,492

▲ 2.3 511

140,139

1,949,865

136,722

法 人 分

▲ 0.21,945,203

1.2

38,265

79,819

219,515

1,564,145

▲ 15.9

17.8

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度

▲ 4,662

▲ 41,554

3,417

▲ 8.3261,069

4.5

▲ 4.1 ▲ 12,753

1,264,811

1,525,880

平成28年度
決算額　　Ｂ

個 人 分

軽 自 動 車 税

市 民 税 ▲ 0.6

固 定 資 産 税

2.5

合　　　　計 3,871,540

▲ 5.8

市　税　項　目
対前年度

2.5

6.3

平成29年度
決算額　　Ａ

1,344,630

3,783,259 
3,844,474 

3,761,168 

3,847,487 
3,871,540 

91.5 91.3 90.7 90.7 90.7 

40.0

50.0
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80.0
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3,000,000

3,200,000

3,400,000

3,600,000

3,800,000

4,000,000

4,200,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

市税決算額

市税徴収率
決算額
（千円）

個人分 34.7%

法人分 5.7%
固定資産税 50.3%

軽自動車税 3.6%

市たばこ税 5.3% その他 0.4%

個人分 法人分 固定資産税 軽自動車税 市たばこ税 その他

平成29年度市税の構成比

市税決算額と徴収率の推移
徴収率
（％）
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（３）地方交付税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）臨時財政対策債について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《地方交付税》普通交付税の減により１３９億９，６０８万円 
普通交付税は、合併算定替の特例措置の段階的縮減率が、平成 2８年度の３割から平成 2９年度

は５割へ増加したことなどにより、前年度比５億５，５３４万円減の１２１億７，８５１万円とな

りました。 

特別交付税は、前年度比５，８６４万円減の１８億１，７５７万円となり、地方交付税全体では

前年度比６億１，３９８万円（▲４．２％）減の１３９億９，６０８万円となりました。 

《臨時財政対策債》 前年度から減額 ７億３，２８０万円 

臨時財政対策債は、前年度比６３２万円（▲０．９％）減の７億３，２８０万円の発行となりま

した。 

地方交付税の前年度対比 (単位：千円、％)

▲ 613,978▲ 5.6

▲ 3.1 1,876,211 1.8 ▲ 58,637

14,610,062▲ 4.2

特 別 交 付 税 1,817,574

平成28年度
決算額　　Ｂ

▲ 6.6 ▲ 555,341

対前年度

差　　引
Ａ-Ｂ

地方交付税項目

13,996,084

平成29年度
決算額　　Ａ

合　　　　計

対前年度

普 通 交 付 税 12,178,510 ▲ 4.4 12,733,851

14,387,022 14,165,385 13,638,873 12,733,851 12,178,510 

1,785,038 1,848,198 1,843,149
1,876,211

1,817,574

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（単位：千円） 普通交付税 特別交付税

地方交付税の推移

臨時財政対策債の前年度対比 (単位：千円、％)

19年度

20年度

21年度

22年度

平成29年度
決算額　　Ａ

平成28年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度 対前年度

▲ 26.0 ▲ 6,319臨 時 財 政 対 策 債 732,801 ▲ 0.9 739,120

1,144,122 1,086,628 
999,479 

739,120 732,801 

0

400,000

800,000

1,200,000

1,600,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

（単位：千円）
臨時財政対策債の推移
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平成２９年度の一般会計歳出決算額は、３０５億６，４２３万円（対前年度４．４％増）とな

りました。主な歳出の増減は以下のとおりです。 

 

（１）歳出決算額（款別） 

① 議 会 費 ： 議員人件費１億４，１０６万円（３３１万円減）により、前年度比１０５万円
（▲０．５％）減の２億５１万円。 

② 総 務 費 ： 参議院議員選挙費３，５５１万円の皆減や職員人件費１０億６，０４８万円
（５，３４５万円減）など、前年度比６２１万円（▲０．１％）減の４１億６，

７２４万円。 

③ 民 生 費 ： 臨時福祉給付金事業１億３，３０４万円（１億４９４万円減）、自立支援事業９
億８６３万円（２，０９５万円減）など、前年度比６，２２５万円（▲０．

８％）減の７４億７，８４２万円。 

④ 衛 生 費 ： 小児科診療施設整備事業１億８，８２７万円の皆増や斎場整備事業７億３，３５
６万円（５億２，３８３万円増）、健康増進施設整備事業２億５，３１５万円

（２億２，５０７万円増）など、前年度比１０億６，０９０万円（４４．６％）

増の３４億４，２０４万円。 

⑤ 労 働 費 ： 中国労働金庫預託金６，８００万円、庄原地区メーデー開催費等補助金１０万
円。 

⑥ 農林水産業費 ： 有害鳥獣処理施設整備事業２，３８６万円の皆増や畜産振興事業３億３６４万円
（２億９，５２５万円増）、和牛振興対策事業１億１，８５０万円（８，３１２

万円増）など、前年度比４億２，４６５万円（１９．０％）増の２６億５，７９

９万円。 

⑦ 商 工 費 ： 地方創生拠点整備事業３，８３６万円の皆増や商工振興事業８，１８１万円（１，
０５２万円増）など、前年度比７，８８８万円（１５．５％）増の５億８，９２１

万円。 

⑧ 土 木 費 ： 道路新設改良事業（単独）５億７，２７６万円（２億１４８万円増）、災害防除
事業３億５，０５１万円（９，３２９万円増）、土地区画整理事業２億２，７０

８万円（８，９４９万円増）など、前年度比９，３１１万円（３．０％）増の３

２億８２２万円。 

⑨ 消 防 費 ： 消防組合事業８億９，９４０万円（４，１１０万円増）、消防施設整備事業４，
７２６万円（２，０２５万円増）など、前年度比６，８７４万円（６．５％）増

の１１億２，３４１万円。 

⑩ 教 育 費 ： 社会体育施設管理事業が２億１，７８８万円（４，１５５万円増）となったもの
の、小学校施設整備事業２億５，６９２万円（１億４，５６７万円減）などが減

少し、前年度比９，７４３万円（▲４．２％）減の２２億１，２０１万円。 

⑪ 災害復旧費 ： 現年公共災害復旧事業６，３７４万円（２，１５８万円増）、現年農地災害復旧
事業３，１３２万円（２，１０５万円増）など、前年度比５，２４７万円（３

６．６％）増の１億９，５７７万円。 

⑫ 公 債 費 ： 前年度比１億７，００１万円（▲３．４％）減の４８億２，７８９万円。 

⑬ 諸 支 出 金 ： 財政調整基金の積み立て１００万円（１億２，６２３万円減）や過疎地域自立促
進基金の積み立て３億９，２２１万円（２，１５５万円減）などにより、前年度

比１億４，７５８万円（▲２７．３％）減の３億９，３４３万円。 

  

３．歳出決算の概要 
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歳出決算額（款別）の前年度対比 (単位：千円、％)

平成29年度 平成28年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　Ｂ 対前年度 Ａ-Ｂ

議 会 費 200,506 ▲ 0.5 201,557 ▲ 7.7 ▲ 1,051

総 務 費 4,167,241 ▲ 0.1 4,173,447 ▲ 5.1 ▲ 6,206

民 生 費 7,478,415 ▲ 0.8 7,540,660 2.9 ▲ 62,245

衛 生 費 3,442,036 44.6 2,381,134 12.0 1,060,902

労 働 費 68,100 0.0 68,100 ▲ 29.1 0

農 林 水 産 業 費 2,657,994 19.0 2,233,344 ▲ 11.0 424,650

商 工 費 589,213 15.5 510,336 ▲ 25.7 78,877

土 木 費 3,208,221 3.0 3,115,112 6.3 93,109

消 防 費 1,123,408 6.5 1,054,668 ▲ 6.4 68,740

教 育 費 2,212,008 ▲ 4.2 2,309,435 ▲ 10.3 ▲ 97,427

災 害 復 旧 費 195,774 36.6 143,308 ▲ 83.9 52,466

公 債 費 4,827,891 ▲ 3.4 4,997,901 ▲ 10.5 ▲ 170,010

諸 支 出 金 393,426 ▲ 27.3 541,009 ▲ 15.6 ▲ 147,583

合　　　　計 30,564,233 4.4 29,270,011 ▲ 5.9 1,294,222

歳　出　項　目

議会費

0.7% 総務費

13.6%

民生費

24.5%

衛生費

11.3%労働費

0.2%農林水産業費

8.7%

商工費

1.9%

土木費

10.5%

消防費

3.7%

教育費

7.2%

災害復旧費

0.6%

公債費

15.8%

諸支出金

1.3%

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費

農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費

災害復旧費 公債費 諸支出金

平成29年度歳出決算額（款別）の構成比
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（２）歳出決算額（性質別） 
 

① 人 件 費 ： 職員の新陳代謝などにより、前年度比２，８０３万円（▲０．７％）減の３

９億４，５４２万円。 

② 物 件 費 ： 地方創生加速化交付金事業１，７２０万円の皆減や除雪事業３億２，９３５

万円（４，１２５万円減）、賦課徴収事業５，５７５万円（２，０１２万円

減）など、前年度比１億３，２１７万円（▲３．１％）減の４０億６，６４

４万円。 

③ 維持補修費 ： コミュニティーセンターの修繕９０１万円（８５９万円増）、集会所の修繕６

３２万円（５８３万円増）など、前年度比１，０９９万円（１４．３％）増

の８，７６３万円。 

④ 扶 助 費 ： 臨時福祉給付金事業１億２，２２４万円（９，９２７万円減）、自立支援事業

９億４９０万円（２，２３３万円減）などにより、前年度比１億２，９０７

万円（▲３．３％）減の３８億２，６７９万円。 

⑤ 補 助 費 等 ： 市長選挙及び市議会議員選挙費１，７２０万円の皆増や水道事業３億６，２

５５万円（１億６，４３０万円増）、消防組合事業８億９，９４０万円（４，

１１０万円増）など、前年度比２億４，４５７万円（６．５％）増の４０億

３，４１５万円。 

⑥ 普通建設事業費 ： 畜産振興事業２億９，３７８万円の皆増や斎場整備事業７億３，３５６万円

（５億２，３８３万円増）、健康増進施設整備事業２億５，３１５万円（２億

２，５０７万円増）など、前年度比１７億８，５５２万円（４１．８％）増の６

０億５，５１６万円。 

⑦ 災害復旧事業費 ： 現年公共災害復旧事業６，３７４万円（２，１５８万円増）、現年農地災害復

旧事業３，１３２万円（２，１０５万円増）など、前年度比５，２４７万円

（３６．６％）増の１億９，５７７万円。 

⑧ 公 債 費 ： 前年度比１億４，１４９万円（▲２．９％）減の４７億４，４６０万円。 
※前頁の公債費との差額は、性質別では公営企業にかかる「公債費」を公営企業

特別会計への「繰出金」として集計してあるため。 

⑨ 積 立 金 ： 財政調整基金へ１００万円（１億２，６２３万円減）、過疎地域自立促進基金

へ３億９，２２１万円（２，１５５万円減）の積み立てなどにより、前年度

比１億４，７５９万円（▲２７．３％）減の３億９，３４１万円。 

⑩ 投資及び出資金 ： 地域医療連携推進法人 備北メディカルネットワークへの出資金７５万円や水

道事業出資金５，１２０万円（３，６８９万円増）により、前年度比３，７

６４万円（２６３．１％）増の５，１９５万円。 

⑪ 貸 付 金 ： 奨学金貸付等事業３，７５７万円（１，１６９万円減）など、前年度比１，

３３９万円（▲７．２％）減の１億７，２４１万円。 

⑫ 繰 出 金 ： 簡易水道事業特別会計繰出金１億６，４１５万円の皆減や公共下水道事業特

別会計繰出金４億１，４００万円（４，７００万円減）など、前年度比２億

４，５２２万円（▲７．６％）減の２９億９，０５２万円。 
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歳出決算額（性質別）の前年度対比 (単位：千円、％)

平成29年度 平成28年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　B 対前年度 Ａ-Ｂ

人 件 費 3,945,415 ▲ 0.7 3,973,447 ▲ 3.5 ▲ 28,032

物 件 費 4,066,435 ▲ 3.1 4,198,605 5.1 ▲ 132,170

維 持 補 修 費 87,628 14.3 76,640 ▲ 17.2 10,988

扶 助 費 3,826,788 ▲ 3.3 3,955,855 7.7 ▲ 129,067

補 助 費 等 4,034,146 6.5 3,789,573 ▲ 5.3 244,573

普 通 建 設 事 業 費 6,055,156 41.8 4,269,634 ▲ 10.2 1,785,522

災 害 復 旧 事 業 費 195,774 36.6 143,308 ▲ 83.9 52,466

公 債 費 4,744,604 ▲ 2.9 4,886,098 ▲ 10.4 ▲ 141,494

積 立 金 393,410 ▲ 27.3 540,998 ▲ 15.6 ▲ 147,588

投 資 及 び 出 資 金 51,948 263.1 14,307 ▲ 74.0 37,641

貸 付 金 172,411 ▲ 7.2 185,804 ▲ 13.4 ▲ 13,393

繰 出 金 2,990,518 ▲ 7.6 3,235,742 0.4 ▲ 245,224

合　　　　計 30,564,233 4.4 29,270,011 ▲ 5.9 1,294,222

歳　出　項　目

人件費

12.9%
物件費

13.3%

維持補修費

0.3%

扶助費

12.5%

補助費等

13.2%

普通建設事業費

19.8%

災害復旧事業費

0.6%

公債費

15.5%

積立金

1.3%

投資及び出資金

0.2%

貸付金

0.6%
繰出金

9.8%

人件費 物件費 維持補修費 扶助費

補助費等 普通建設事業費 災害復旧事業費 公債費

積立金 投資及び出資金 貸付金 繰出金

平成29年度歳出決算額（性質別）の構成比
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 平成３０年１月１日現在 住民基本台帳人口：３６，２７５人 

 平成２９年１月１日現在 住民基本台帳人口：３７，０００人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．市民一人あたりでみる決算 

◆市民一人あたりの歳入決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

3,871,540 106,727 3,847,487 103,986 2,741 2.6

420,538 11,593 422,578 11,421 172 1.5

870,281 23,991 812,651 21,964 2,027 9.2

9,983 275 8,927 241 34 14.1

13,996,084 385,833 14,610,062 394,867 ▲ 9,034 ▲ 2.3

2,062,912 56,869 2,258,856 61,050 ▲ 4,181 ▲ 6.8

2,533,954 69,854 2,205,993 59,621 10,233 17.2

51,973 1,433 53,115 1,436 ▲ 3 ▲ 0.2

1,023,948 28,227 594,223 16,060 12,167 75.8

425,474 11,729 366,852 9,915 1,814 18.3

4,939,001 136,154 3,673,920 99,295 36,859 37.1

1,017,200 28,041 1,099,456 29,715 ▲ 1,674 ▲ 5.6

31,222,888 860,727 29,954,120 809,571 51,156 6.3

◆市民一人あたりの市税決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

1,564,145 43,119 1,525,880 41,240 1,879 4.6

個 人 分 1,344,630 37,068 1,264,811 34,184 2,884 8.4

法 人 分 219,515 6,051 261,069 7,056 ▲ 1,005 ▲ 14.2

1,945,203 53,624 1,949,865 52,699 925 1.8

140,139 3,863 136,722 3,695 168 4.5

205,492 5,665 218,245 5,899 ▲ 234 ▲ 4.0

499 14 511 14 0 0.0

16,062 443 16,264 440 3 0.7

3,871,540 106,727 3,847,487 103,986 2,741 2.6

平成29年度 平成28年度 一人あたり前年度対比

平成29年度 一人あたり前年度対比平成28年度

市 税

歳　入　項　目

合　　　　計

そ の 他

市 債

諸 収 入

繰 入 金

財 産 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

各 種 交 付 金

地 方 譲 与 税

固 定 資 産 税

市 民 税

市　税　項　目

合　　　　計

入 湯 税

鉱 産 税

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税
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◆市民一人あたりの歳出決算額（款別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

議 会 費 200,506 5,527 201,557 5,447 80 1.5

総 務 費 4,167,241 114,879 4,173,447 112,796 2,083 1.8

民 生 費 7,478,415 206,159 7,540,660 203,802 2,357 1.2

衛 生 費 3,442,036 94,887 2,381,134 64,355 30,532 47.4

労 働 費 68,100 1,877 68,100 1,841 36 2.0

農 林 水 産 業 費 2,657,994 73,273 2,233,344 60,361 12,912 21.4

商 工 費 589,213 16,243 510,336 13,793 2,450 17.8

土 木 費 3,208,221 88,442 3,115,112 84,192 4,250 5.0

消 防 費 1,123,408 30,969 1,054,668 28,505 2,464 8.6

教 育 費 2,212,008 60,979 2,309,435 62,417 ▲ 1,438 ▲ 2.3

災 害 復 旧 費 195,774 5,397 143,308 3,873 1,524 39.3

公 債 費 4,827,891 133,091 4,997,901 135,078 ▲ 1,987 ▲ 1.5

諸 支 出 金 393,426 10,846 541,009 14,622 ▲ 3,776 ▲ 25.8

合　　　　計 30,564,233 842,570 29,270,011 791,081 51,489 6.5

◆市民一人あたりの歳出決算額（性質別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

人 件 費 3,945,415 108,764 3,973,447 107,390 1,374 1.3

物 件 費 4,066,435 112,100 4,198,605 113,476 ▲ 1,376 ▲ 1.2

維 持 補 修 費 87,628 2,416 76,640 2,071 345 16.7

扶 助 費 3,826,788 105,494 3,955,855 106,915 ▲ 1,421 ▲ 1.3

補 助 費 等 4,034,146 111,210 3,789,573 102,421 8,789 8.6

普 通 建 設 事 業 費 6,055,156 166,924 4,269,634 115,396 51,528 44.7

災 害 復 旧 事 業 費 195,774 5,397 143,308 3,873 1,524 39.3

公 債 費 4,744,604 130,795 4,886,098 132,057 ▲ 1,262 ▲ 1.0

積 立 金 393,410 10,845 540,998 14,622 ▲ 3,777 ▲ 25.8

投 資 及 び 出 資 金 51,948 1,432 14,307 387 1,045 270.0

貸 付 金 172,411 4,753 185,804 5,022 ▲ 269 ▲ 5.4

繰 出 金 2,990,518 82,440 3,235,742 87,452 ▲ 5,012 ▲ 5.7

合　　　　計 30,564,233 842,570 29,270,011 791,081 51,489 6.5

歳　出　項　目
平成29年度 平成28年度 一人あたり前年度対比

歳　出　項　目
平成29年度 平成28年度 一人あたり前年度対比
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◆市民一人あたりの市債残高

残高（千円） 一人あたり(円) 残高（千円） 一人あたり(円) 増減額（円） 増減率（％）

一 般 会 計 38,994,381 1,074,966 38,591,660 1,043,018 31,948 3.1

住 宅 資 金 特 別 会 計 4,437 122 7,268 196 ▲ 74 ▲ 37.8

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 5,175,471 142,673 5,405,267 146,088 ▲ 3,415 ▲ 2.3

農業集落排水事業特別会計 2,963,609 81,698 3,127,470 84,526 ▲ 2,828 ▲ 3.3

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 467,538 12,889 449,696 12,154 735 6.0

合　　　　計 47,605,436 1,312,348 47,581,361 1,285,982 26,366 2.1

会　　　　計
平成29年度末 平成28年度末 一人あたり前年度対比
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参　考　資　料

（単位：千円）

特定財源 一般財源

障害者福祉
　・自立支援事業など

997,643 732,993 264,650

高齢者福祉
　・養護老人ホーム入所措置事業など

323,896 73,569 250,327

児童福祉
　・保育所管理運営事業など

2,762,412 973,439 1,788,973

生活保護
　・生活保護扶助事業など

346,830 279,886 66,944

その他
　・社会福祉協議会支援事業など

402,152 288,144 114,008

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

医療
　・医療対策事業など

1,143,799 417,744 726,055

感染症その他の疾病予防対策
　・感染症予防事業など

111,742 1,319 110,423

健康増進対策
　・健康診査事業など

77,983 3,060 74,923

7,695,285 3,142,770 4,552,515

※上記の事業費は、事務費や事務職員の人件費等を除いています。

区　　　　　分 事業費

財　源　内　訳

社
会
福
祉

保
健
衛
生

社
会
保
険

1,528,828 372,616 1,156,212

合　　　　　計

地方消費税交付金の増収分の使途について

平成26年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたことに伴う地方消費

税交付金の増収分については、その使途を明確化し、「消費税法第１条第２項に規定する経費（年金、

医療、介護及び少子化対策）その他の社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）

に要する経費に充てるものとする」とされています。

増収分は、次のとおり、社会保障関係経費に要する一般財源の一部として活用しました。

平成29年度 地方消費税交付金（社会保障財源化分） ２８２，０９９千円

参考 …地方消費税交付金総額 674,257千円
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≪特別会計≫

特別会計決算の概要（平成29年度）

≪公営企業会計≫

公営企業会計決算の概要（平成29年度損益計算書）

（単位：千円）

≪比和財産区特別会計≫

比和財産区特別会計決算の概要（平成29年度）

62,122

0

62,122

(8,735)

465,417

▲ 293,732

971,582

677,850

▲ 71,174

1,261,381

1,190,207

41,662

(141,253)

174,958

91,327

127

1,715

672

101

949,306

388,080

216,828

0

水道事業 病院事業

618,809

6,098,485

42,413

127

42,932

7

183,476

150

0

340,425

0

0

161

0

0

0

0

133,125

19,932

565

519

163

133,125

0

休 日 診 療 セ ン タ ー 特 別 会 計 11,883 11,883

79,038

4,577,883国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 4,761,359

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 診 勘 定 ）

住 宅 資 金 特 別 会 計 5,037 5,030

歯 科 診 療 所 特 別 会 計 24,748 24,598

78,875

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 638,741

会　計　名
歳入決算額

Ａ

歳出決算額
Ｂ

比 和 財 産 区 特 別 会 計 32,493

当 年 度 純 利益 （純 損失 (▲ )）

経 常 利 益 （ 経 常 損 失 ( ▲ ) ）

特 別 損 失

79,390

997

80,358

営 ( 医 ) 業 収 益

(154,652)

営 ( 医 ) 業 費 用

(うち一般会計等繰入金)

( う ち 企 業 債 支 払
利 息 及 び 取 扱 諸 費 )

営 ( 医 ) 業 利 益 （ 損 失 ( ▲ ) ）

営 ( 医 ) 業 外 収 益

営 ( 医 ) 業 外 費 用

(88,842)

区　　　　分

介 護 保 険 特 別 会 計

951,021

合　　　　計

工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 565

388,752

13,352,742

介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

（単位：千円）

（単位：千円）

32,393 100

形式収支

0

50

111

519

19,9320

0

340,264

1,665

561

101

0

Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ

13,012,317

形式収支
Ｃ＝Ａ－Ｂ

実質収支
Ｅ＝Ｃ－Ｄ

特 別 利 益 29 0

100

繰越財源
Ｄ

実質収支

繰越財源
Ｄ

0

0

0

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

565

0

7

150

183,476

163

歳出決算額

Ａ
歳入決算額

6,231,610

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 216,929

参 考 資 料 
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参 考 資 料 

各基金残高（平成29年度末） （単位：千円）
28年度末残高 29年度末残高 29年度中の異動

(H29.3.31) (H30.3.31)

A B C＝B-A

4,407,380 4,824,728 417,348 4,374,857

2,254 2,254 0 282,254

3,394,924 3,340,805 ▲ 54,119 3,272,056

5,106 4,523 ▲ 583 4,019

7,510 7,510 0 7,510

2,286 2,287 1 2,287

831 749 ▲ 82 749

692 143 ▲ 549 143

3,463 192 ▲ 3,271 2,044

23,813 20,817 ▲ 2,996 20,819

747,821 749,034 1,213 285,047

148,012 148,042 30 188,042

20,151 18,755 ▲ 1,396 14,455

57,740 57,752 12 57,752

200,236 200,397 161 200,397

80,713 80,777 64 80,898

61,364.37㎡ 61,364.37㎡ 0.00㎡ 61,364.37㎡

209,862 194,262 ▲ 15,600 194,262

現 金 76,777 92,392 15,615 92,392

120,881 120,881 0 88,893

61,364.37㎡ 61,364.37㎡ 0.00㎡ 61,364.37㎡

209,862 194,262 ▲ 15,600 194,262

現金（ ※ ） 9,300,590 9,672,038 371,448 8,974,614

　※現金には有価証券を含む。

庄原市 上野 公園 及び 胸像 管理 基金

基　　金　　名
【参考】平成30年
7月31日現在残高

庄 原 市 財 政 調 整 基 金

庄 原 市 減 債 基 金

庄 原 市 地 域 振 興 基 金

庄 原 市 浄 化 槽 整 備 基 金

庄原市ふるさと・水と土の保全基金

庄 原 市 大 富 山 城 築 城 450 年 記 念 基 金

庄 原 市 妹 尾 基 金

庄 原 市 奨 学 金 基 金

庄 原 市 学 校 施 設 整 備 基 金

ふ る さ と 応 援 寄 附 基 金

庄 原 市 過 疎 地 域 自 立 促 進 基 金

庄 原 市 国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

庄 原 市 国 民 健 康 保 険 総 領 診 療 所 基 金

庄 原 市 介 護 給 付 費 準 備 基 金

庄 原 市 農 業 集 落 排 水 事 業 減 債 基 金

庄 原 市 土 地 開 発 基 金

土 地

庄 原 市 比 和 財 産 区 基 金

基 金 残 高 合 計

土 地
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参 考 資 料 

◆平成29年度　性質別・目的別決算額(普通会計） （単位：千円）

歳　出　項　目 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林 水
産 業 費

商 工 費 土 木 費

人 件 費 184,871 1,780,057 727,033 213,326 233,262 112,611 276,727

物 件 費 10,032 916,544 406,442 841,087 81,189 196,655 485,941

維 持 補 修 費 10,283 5,322 9,297 3,266 3,037 20,299

扶 助 費 3,760,677 1,751

補 助 費 等 5,303 581,583 302,000 752,811 100 1,118,389 174,218 26,340

普 通 建 設 事 業 費 917,017 192,123 1,498,925 874,794 68,019 1,977,498

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金 393,217 1

投 資 及 び 出 資 金 51,948

貸 付 金 6,000 27,918 68,000 32,927

繰 出 金 16 2,140,225 83,278 317,669 443,467

合 計 200,206 4,604,717 7,533,822 3,480,341 68,100 2,628,569 587,468 3,230,272

（単位：千円）

歳　出　項　目 消 防 費 教 育 費
災     害
復 旧 費

公 債 費 合    計

人 件 費 69,288 348,418 3,945,593

物 件 費 33,748 1,123,611 4,095,249

維 持 補 修 費 781 35,343 87,628

扶 助 費 64,360 3,826,788

補 助 費 等 968,641 105,172 4,034,557

普 通 建 設 事 業 費 50,950 477,986 6,057,312

災 害 復 旧 事 業 費 195,774 195,774

公 債 費 4,747,678 4,747,678

積 立 金 192 393,410

投 資 及 び 出 資 金 51,948

貸 付 金 37,566 172,411

繰 出 金 2,984,655

合 計 1,123,408 2,192,648 195,774 4,747,678 30,593,003


